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人事行政の運営等の状況 
 

 旭川市の人事行政の運営等の状況についてお知らせします。 

 

１ 職員の任免及び職員数 

 ⑴  採用・退職者数の状況   

    令和６年度（4 月 1 日現在） 令和７年度（4 月 1 日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

採 

 

 

 

 

用 

 

 

 

 

 

 

 

事務 

一般技術（土木建築等） 

保育士 

医師 

薬剤師 

獣医師 

栄養士 

診療放射線技師 

臨床工学技士 

臨床検査技師 

理学療法士 

作業療法士 

言語聴覚士 

精神保健福祉士 

保健師 

看護師・助産師 

消防 

34 人 

6 人 

 2 人 

13 人 

       2 人 

2 人 

－ 

 － 

 － 

1 人 

－ 

－ 

－ 

       2 人 

1 人 

14 人 

12 人 

49 人(12 人) 

10 人 

1 人(1 人) 

12 人 

2 人 

－ 

－ 

         1 人 

－ 

1 人 

－ 

－ 

－ 

－ 

1 人 

13 人 

9 人(4 人) 

     計 90 人 99 人(17 人) 

フルタイム 

会計年度任用職員 
555 人（更新を含む） 530 人（更新を含む） 

 

退 

 

職 

 

定年 

勧奨 

自己都合 

再任用任期満了 

その他 

26 人 

27 人 

53 人（ 27 人） 

12 人 

17 人 

     計 135 人（ 27 人） 

     ※採用欄の（  ）内は、暫定再任用職員の人数（外数）です。 

     ※退職欄の（  ）内は、フルタイム会計年度任用職員の人数（外数）です。 

 

 ⑵  所属部門別職員数の状況 
                                                          （各年４月１日現在） 

 

部門 

職員数 
対前年増減数 

令和６年 令和７年 

一般部局 1,615 人（192 人） 1,598 人（170 人） ▲17 人（▲22 人） 

議会事務局 19 人（ 0 人） 19 人（ 1 人） 0 人（   1 人） 

教育委員会 195 人（258 人） 193 人（259 人） ▲ 2 人（   1 人）  

選挙管理委員会 8 人（ 0 人） 8 人（ 0 人） 0 人（  0 人） 

監査事務局 9 人（ 0 人） 9 人（ 0 人） 0 人（  0 人） 

農業委員会 12 人（ 0 人） 12 人（ 0 人） 0 人（  0 人） 

消防 404 人（ 0 人） 406 人（ 0 人） 2 人（  0 人） 

公営企業 733 人（105 人） 732 人（100 人） ▲ 1 人（▲ 5 人） 
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※ 職員数欄の（  ）内は、フルタイム会計年度任用職員の人数（外数）です。 

 

※ 職員数は、北海道等からの派遣職員（令和６年は０人、令和７年は０人）、暫定再任

用短時間勤務職員（令和６年は０人、令和７年は１人）、パートタイム会計年度任用

職員を除きます。 

                                                          

 ⑶  職員数の推移 

平成２６年度以降、職員数は増加しましたが、平成２８年度をピークに令和元年度

までは一旦減少しました。令和７年度においては一般行政部門などでの減によって４

月１日時点の職員数は減少し、中核市との比較では概ね標準的な職員数で推移してい

ます。今後も効率的な事務の執行に努めていきます。 

                                                            （各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 職員の人事評価の状況 

職員が職務を遂行した能力や挙げた業績を把握し、職員の勤労意欲や能力開発、効

率的な組織運営を促し、組織全体の活性化や公務能率の向上を図ることを目的とした

人事評価制度を、課長職以上の管理職は平成２０年１２月から、管理職以外の職員は

平成２８年１０月から、平成２９年１月からは暫定再任用職員に導入しています。令

和２年度からは会計年度任用職員も人事評価の対象となっています。 
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３ 職員の給与 

 ⑴ 給与のしくみ 

給    与 

 

 

毎月決まって支給

されるもの 

 

 

給    料 

 

職務と責任の度合いに応じて給料表に定められている額

で、民間企業での基本給に相当 

扶 養 手 当 

 

扶養親族がいる職員に支給 

民間企業での家族手当に相当 

住 居 手 当 住宅を借り受けている職員に支給 

通 勤 手 当 通勤のため交通機関又は交通用具を利用する職員に支給 

 

 

特別な職務や特殊な

勤務に就いたときに

支給されるもの 

 

 

管 理 職 手 当 課長職以上の職員に支給 

特殊勤務手当 著しく特殊な業務に従事した職員に支給 

時間外勤務手当 正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給 

休日勤務手当 休日（国民の祝日等）に勤務した職員に支給 

夜間勤務手当 

 

正規の勤務時間として 22:00～翌 5:00 までの間に勤務し

た職員に支給 

管理職員 

特別勤務手当 
臨時又は緊急の必要等により、休日や平日深夜等に勤務

した課長職以上の職員に支給 

その他の手当 単身赴任手当等 

一定の時期に支給

されるもの
 

 

期末・勤勉手当 民間企業での賞与等（ボーナス）に相当 

寒 冷 地 手当 民間企業での燃料手当に相当 

退 職 手 当 退職した職員に支給される一時金 

 

 ⑵  人件費の状況（令和６年度普通会計決算） 

人件費とは、一般職と特別職の職員に対する給与や報酬のほかに、共済費（民間企

業での社会保険料の使用者負担分に相当）等を含む経費をいいます。 

なお、令和６年度の人件費率は１３．２％です。 

 

区 分 

 

歳出額 

 

(A)=(B)+(C) 

人件費 

 

(B) 

人件費以外 

 

(C) 

人件費率 

(R6 年度) 

(B)/(A) 

人件費率 

(R5 年度) 

 

令 和
 

６年度
 

千円 

182,744,530 

(100.0％) 

千円 

24,058,031 

(13.2％) 

千円 

158,686,499 

(86.8％) 

％ 

13.2 

 

％ 

12.4 

 

※普通会計とは、一般会計と特別会計のうち公営事業会計以外の会計を一つの会計とし

てまとめたものです。 
 

 ⑶ 職員給与費の状況（令和７年度普通会計当初予算） 

職員給与費とは、人件費のうち、職員に毎月支給される給料に各種手当（退職手当

を除く）を合わせたものです。 

  ア 全職員（正職員＋フルタイム会計年度任用職員） 

区 分
 職員数 

(A) 

給 与 費 一人当たり給与費

(B)÷(A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当  計(B) 

令 和
 

７年度
 

人 

2,704 

 

千円 

10,111,036 

(62.3％) 

千円 

2,067,346 

(12.7％) 

千円 

4,057,207 

(25.0％) 

千円 

16,235,589 

(100.0％) 

千円 

6,004 

 

※正職員には、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員を含み、特別職を含み 

ません。 
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  イ 正職員 

  ※正職員には、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員を含み、特別職を含み

ません。 

 

 ⑷  ラスパイレス指数の状況 

 旭川市 中核市平均 全国市平均 

令和 6 年 4 月 1 日現在 98.7 99.4 98.6 

平成 31 年 4 月 1 日現在 98.9 99.9 98.9 

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給

与水準を示す指数です。 

 

 ⑸ 職員の初任給及び経験年数別平均給料月額の状況    （令和７年４月１日現在） 

区 分
 

 

決定初任給
 

 

経験年数 

10 年未満 10 年以上 20 年未満 20 年以上 30 年未満 30 年以上 

一 般 

行政職 

大学卒 220,000 円 246,300 円 307,799 円 380,170 円 416,196 円 

高校卒 188,000 円 215,839 円 276,501 円 357,118 円 389,719 円 

※決定初任給とは、卒業後直ちに採用された者に適用される給料月額をいいます。 

※一般行政職とは、行政職給料表の適用者のうち、税務関係等の業務に従事する職員を

除いたものをいいます。 
 

 ⑹ 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況        （令和７年４月１日現在） 

区 分
 

 

旭川市 国 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 340,440 円 44.1 歳 332,237 円 41.9 歳 

※旭川市の平均給料月額及び平均年齢には、定年前再任用短時間勤務職員を含みません。 

※国の平均給料月額及び平均年齢は、令和７年国家公務員給与等実態調査結果を記載し

ています。 
 

 ⑺ 一般行政職の級別職員の状況              （令和７年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務 職員数 構成比 １年前の構成比 

１級 係   員       118 人 7.8％ 7.0％ 

２級 係   員          107 人 7.1％ 7.5％ 

３級 主任・係長          372 人 24.5％ 24.9％ 

４級 主任・係長・課長補佐          613 人 40.5％ 40.4％ 

５級 課 長 補 佐          105 人 6.9％ 6.8％ 

６級 課   長           54 人 3.6％ 3.5％ 

７級 課長・次長           99 人 6.5％ 6.8％ 

８級 次長・部長           47 人 3.1％ 3.1％ 

９級 部   長    

計         1,515 人        100.0％        100.0％ 

※旭川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

※標準的な職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

※定年前再任用短時間勤務職員を含みません。 

区 分
 職員数 

(A) 

給 与 費 一人当たり給与費

(B)÷(A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当  計(B) 

令 和
 

７年度
 

人 

2,173 

 

千円 

8,828,079 

(61.2％) 

千円 

2,005,843 

(13.9％) 

千円 

3,599,964 

(24.9％) 

千円 

14,433,886 

(100.0％) 

千円 

6,642 
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 ⑻ 職員手当の状況 

区 分 旭川市 国 

 

 

 

期末手当 

勤勉手当 

 

 

 

 

（令和７年度支給割合）  

 

 

 

同じ 

 

 

 

 

 

  6 月期 

 

 12 月期 

 

  計 

  

期末手当 

   1.25 月分 

(0.70 月分） 

   1.25 月分 

(0.70 月分） 

 2.50 月分 

  (1.40 月分) 

勤勉手当 

1.05 月分 

(0.50 月分) 

1.05 月分 

(0.50 月分) 

  2.10 月分 

(1.00 月分) 

 職制上の段階、職務の級等による加算あり 

寒冷地 

手 当 

 
57,500 円 ～ 147,000 円

 
同じ

 

 

 

 

 

 

 

退職手当 

 

 

(支給率) 

勤続 20 年 

勤続 25 年 

勤続 35 年 

最高限度額 

自己都合 

19.6695 月 

28.0395 月 

39.7575 月 

47.709 月 

勧奨・定年 

 24.586875 月 

 33.27075 月 

 47.709 月 

 47.709 月 

 

                

同じ 

 

 

  

その他の 

加算措置 

 

 

退職前の役職等による調

整額あり 

定年前早期退職特例措置 

（2～20％加算） 

その他の 

加算措置 

 

 

退職前の役職等による 

調整額あり              

定年前早期退職特例措置     

（3～45％加算）           

 

１人当たりの平均支給額 

 

 

－ 

－ 

 自己都合 

 勧奨･定年 

   1,274 千円 

  20,288 千円 

 

 

 

 

扶養手当 

 

 

 

・配偶者 

 （行政職給料表 7 級以下）     3,000 円 

 （行政職給料表 8 級）         0 円 

 （行政職給料表 9 級）         0 円 

・子          1 人 11,500 円 

・扶養親族（配偶者及び子を除く）  

 （行政職給料表 7 級以下） 1 人 6,500 円 

 （行政職給料表 8 級） 1 人 3,500 円 

 （行政職給料表 9 級）         0 円 

（16 歳から 22 歳までの子 1 人につき 5,000 円加算） 

 

 

 

 

同じ 

 

 

 

 

 

 
住居手当 

・借家 
 家賃の額に応じて 27,000 円を限度に支給 
（家賃 3,000 円を超える者に限る） 

・借家 
 家賃の額に応じて 28,000円を限度に支給 
 （家賃 16,000 円を超える者に限る） 

 

 

通勤手当 

 

 

 

・交通機関の利用者 

   運賃等相当額を支給 

  限度額 50,000 円 

・交通用具の使用者 

  自家用車等の使用距離に応じて 

  2,000 円～31,600 円の範囲で支給 

・交通機関の利用者 

   運賃等相当額を支給 

  限度額 150,000 円 

・交通用具の使用者 

  自家用車等の使用距離に応じて 

  2,000円～31,600円の範囲で支給 

    ※期末手当・勤勉手当欄の（  ）内は、再任用職員の支給割合です。 
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    ※退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した全職員（会計年度任用職

員を除く）に支給された額の平均です。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 区 分 全職種 

 

 

 

 

特殊勤務

手  当 

令和６ 

年 度 

 

 

 

 

職員全体に占める手当支給職員の割合    39.3％（普通会計分  30.5％） 

支給対象職員１人当たり平均支給年額  218,292 円（普通会計分 92,661 円） 

手当の種類（手当数）  42 種類 

 

 

 

 

 代表的な 

 手当の名称 

 

 

 

 

 

 支給額が多い手当 

 

 

 ・夜間看護手当 

・看護職員等処遇改善手当 

 ・消防活動等手当 

 ・病院等医療業務手当 

・社会福祉業務手当 

 

 支給件数が 

多い手当
 

 

 ・消防活動等手当 

 ・病院等医療業務手当 

 ・社会福祉業務手当 

・夜間看護手当 

・精神病棟勤務手当 

  

 

時 間 外 

勤務手当 

 

令  和 

６ 年 度 

支給総額 904,170 千円 

職員１人当たり支給年額 334 千円 

令  和 

５ 年 度 

支給総額 1,154,136 千円 

職員１人当たり支給年額 424 千円 

 

    ※時間外勤務手当には、夜間・休日勤務手当は含まれません。 

    ※職員１人当たりの平均支給額を算出する際の職員数は、各年度の４月１日現在の総職 

   員数（制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない管理職員を除く。）です。 

 

 

４ 職員の勤務時間とその他の勤務条件 

  ⑴ 勤務時間（標準的なもの） 

                                        

1 週間の 

勤務時間 

   

開始時刻 

   

終了時刻 

 

 

休憩時間 

 
38 時間 45 分 午前 8 時 45 分 午後 5 時 15 分 午後 0 時 15 分～1 時 

 

 ⑵ 年次有給休暇の取得状況（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

 

総付与日数 

A 

総使用日数 

B 

全対象職員数 

C 

平均使用日数 

B/C 

取得率 

B/A 

日 

54663.5 

日 

21187.4 

人 

1,470 

日 

14.4 

％ 

38.8 

 

  ※総付与日数には、前年度からの繰越し分を含みます。 

  ※全対象職員数とは、市長部局に勤務する職員で令和６年４月１日から令和７年３月３

１日までの全期間在職した職員の数です。 
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５ 職員の休業 

職員の各種休業制度の令和６年度の取得状況は、次のとおりです。 

 

休業の種類 延べ人数 

 育児休業 64 人 

 前年度において子が出生した職員の数 男性 56 人 女性 29 人 

前年度において育児休業をした職員の数  男性 35 人 女性 29 人 

 修学部分休業 0 人 

 自己啓発等休業 0 人 

 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分 

        令和６年度に行った職員に対する分限と懲戒処分は、次のとおりです。 

 ⑴ 分限 

 

 処分の種類 事 由 延べ人数 

休 職 心身の故障   213 人 

     ※延べ人数とは、同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合、その数を重複 

して計上した人数です。 

 

 ⑵ 懲戒                               

                                         （人） 

処分の種類
 

 

     事 由 
計

 

  公務上  公務外 

   免  職    0       0        0     

   停  職    0       0       0    

   減  給    0       0        0    

   戒  告    7       0        7     

計    7       0        7     

 

７ 職員の服務 

地方公務員法や旭川市職員服務規程のほか、平成２０年度から施行した「旭川市政

における公正な職務の執行の確保等に関する条例」に基づき、法令を遵守し、倫理の

高揚に努めるよう服務規律の確保等に務めております。 

令和６年度における主な取組は、次のとおりです。 

・ 各所管の長宛に通知 

夏期に文書による通知を行い、法令遵守や綱紀の保持等周知徹底を図った。 

・ 職員研修の実施 

旭川市政における公正な職務の執行の確保等に関する条例に係る全体研修を

４回実施した。 

 

８ 職員の退職管理 

退職した元職員からの働きかけを規制するとともに、退職した課長職以上の元職員

から営利企業その他の法人・団体に再就職した状況について届出を受け、例年７月に

ホームページで公表しています。 

 

９ 職員の研修 

研修には、基本研修、特別研修、派遣研修、職場研修、自主研修があり、令和６年

度に実施した主な研修は次のとおりです。                                
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                                      （人）    

   区分                主 な 研 修 名  受講者延べ人数  

 

 

  

 

 

 

  

基本研修
 

 

 新採用職員研修、採用３年次研修、新任係長職研修、 

新任課長補佐職研修、新任課長職研修、 

高齢期職員研修 

235 

 

特別研修
 

 

 接遇講座、メンタルヘルス研修、コミュニケーション

スキル研修、各種実務研修ほか 

636 

 

派遣研修
 

 

 国や道、民間企業など各団体への派遣、北海道市町

村職員研修センター派遣ほか 

21 

 

職場研修  各職場の課題等の専門的研修ほか 2,210 

 

 

10 職員の福祉及び利益の保護  

 ⑴  厚生福利制度 

  ア 厚生制度 

      職員の保健や元気回復、その他厚生に関する事業を、条例の定めにより旭川市

職員福利厚生会に委任し、実施しています。 

 文化教養・体育奨励事業、レクリエーション親睦事業、給付事業等を行ってい

ます。同会の令和６年度の会員数は、２，９９０人。市からの交付金の額は

1 7 , 7 6 1千円で、会員会費と交付金の負担比は１：０ ． ２ 9です。 

  イ 共済制度 

      職員の病気や負傷、出産、休業、災害、退職、障害、死亡又は、被扶養者の病

気や負傷、出産、災害、死亡に関して適切な給付を行うことを目的とした相互救

済制度です。地方公務員等共済組合法に基づき、北海道都市職員共済組合が主体

となって、事業を実施しています。 

 

 ⑵  公務災害補償 

      職員が公務により死亡や負傷、疾病にかかったり、公務上での負傷や疾病で死亡

や障害の状態となったりした場合に、本人や遺族、被扶養者に、これらが原因とな

って受けた損害を補償する制度です。なお、公務災害の発生件数は次のとおりです。 

  令和５年度 令和６年度 前年度比 

 公務災害        18 件        12 件  ▲6 件 

 通勤災害         9 件         6 件 ▲3 件 

   計        27 件        18 件 ▲9 件 
                      
 

11  特別職の報酬等の状況     

 ⑴  市長、副市長、教育長、常勤の監査委員、議長、副議長、議員 

                           （令和７年４月１日現在） 

      区  分 給料月額等 

  

    

 給  料 

 

 

  市  長 

  副 市 長 

  教 育 長 

 常 勤 の 

 監査委員 

       1,050,000 円     

       865,000 円         

      760,000 円       
       

640,000 円※       
 

 

※令和５年１２月１日時点で現職にあるものの給料月額  

は任期中に限り従前のまま 710,000 円としている。 

 

  報  酬 

 

  議  長 

  副 議 長 

  議  員 

       630,000 円 

         560,000 円 

          520,000 円 
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期末手当

 

 

 

 

 

  市  長 

  副 市 長 

 教 育 長 

 常 勤 の 

 監査委員 

       （条例規定割合）  
 

  6 月期     2.30 月分    
 

 12 月期     2.30 月分   
 

   計      4.60 月分     
 

 

  議  長 

  副 議 長 

  議  員 

 

上記市長等の例による 

 

 

 ⑵  各種行政委員会委員 

                    （令和７年４月１日現在） 

委員の名称 報酬    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 教育委員会 委 員  月額  110,000 円 
 
選挙管理委員会

 

 

委員長 

委 員 

 月額   71,000 円 

 月額   45,000 円 
 
公平委員会

 

 

委員長 

委 員 

 日額   15,000 円 

 日額   12,000 円 

 監査委員 

  議会の議員のうちから選任された者 

   識見を有する者のうちから選任された者 

 

 月額   57,000 円 

 月額  165,000 円 

 

 

 農業委員会 

 

会 長 

副会長 

地区協議会会長  

委 員 

 月額   78,000 円 

 月額   67,000 円 

 月額   56,000 円 

 月額   46,000 円 

 固定資産評価 

 審査委員会 

委員長 

委 員 

 日額   9,300 円 

 日額   7,700 円 

 

 

12 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和６年度） 

 ⑴ 継続件数 １件 

 ⑵  措置要求の件数 ０件           

 

 

13 不利益処分に関する審査請求の状況（令和６年度） 

 ⑴ 継続件数 ０件 

 ⑵  審査請求の件数 ０件 

 

 

14 苦情処理の状況（令和６年度） 

 ⑴  継続件数 １件 

 ⑵ 苦情相談の件数 ０件 

 


